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1　はじめに
調停は、第三者が法律及び条理に基づき、働きかけ、説得、教育を通
じ、紛争の当事者双方を合意へと導く紛争解決の方法である。1）近年、
ADR利用の潮流が世界中に広まると共に、調停は再び実務上及び学理上
＊桐陰横浜大学法学部准教授
1）広辞苑によると、「調停とは当事者双方の間に第三者が介入して争いをやめさ
　せること」である。しかし、周知のごとく、調停という言葉は多義性を持つもの
　である。石原辰次郎教授は実質と形式の2っの側面から、調停の概念をあげてい
　る。「調停とは、実質的には、当事者の権利義務又は法律関係の紛争について、
　第三者、ことに国家の調停機関が当事者問を仲介斡旋して互譲により条理にかな
　い実情に即した合意を成立させて紛争の解決を図ること、またはその結果として
　の事件の解決そのものを意味するが、形式的には、法律上特にこの呼称を付せら
　れた上述の紛争解決のための制度ないし手続、若しくはそれにより合意が成立し
　た結果による事件の解決そのものを指すものと解する。」（石原辰次郎『民事調停
　法実務総撞』（酒井書店　1984年）1頁）。
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の関心を引き、盛んに議論されるに至っている。
　日本語の「調停」という用語は、現代中国語の中では「調解」と称する。
実は、中国において、調停という紛争解決方法は新たなものではなく、約
三千年前の西周（紀元前1066年～711年）時代から存在し2）、悠久なる歴史
をもつものである。3）
　　「礼」、「信」、「忍」、「譲」、「和為貴」などの儒家思想の影響を受け、紛争
が生じたとき、人々は柔軟な、調和のある、お互いの心に深く傷つけない
方法で紛争を解決することを強く望んでいた。調停は、このような特徴をも
っ理想的な手法として、人々に愛用され、強く中国の社会に定着していた。
平和的、友好的に紛争を解決し、集団秩序の安定を維持し、人問関係の調
和を実現する等、様々な面において今でも調停は重要な役割を果たしてい
る。とりわけ、近年、世界的ADR潮流が中国にも波及しており、加えて、胡
錦濤政権時代になってからは、「創建和協社会（和のとれた社会を創建する）」
のスローガンが打ち出されたので、調停はより一層重視されている。
　本稿では、近年提唱された大調停システムの仕組、人民調停法の制定、
「調判結合」（調停と簡易裁判の手続連続化）などの調停に関する最新動向
2）考古学の研究により、周代の官制に関わる史料の中で、「調人之職、司万民之
　難而和譜之（調人の職、司万民の難、調和させ）」という記載がある。また、
　1975年に陳西省岐山県の遺跡から西周時代の青銅器が出土した。西周時代の青銅
　器に刻む銘文には、調停に関わる判例も記載されている。（熊先覚『中国司法制
　度新論』（中国法制出版社　1999年）10頁、王生長『仲裁與調解相結合的理論與
　実務』（法律出版社　2001年）　101頁）。
3）宋代に入ると、官府による調停と民間による調停の両方が盛んに行われ、官府
　による調停は、当時「和対」と呼ばれていた。元代になると、法律には調停でき
　る紛争の内容から手続までの詳しい規定が設けられていただけではなく、調停の
　法的効力までも認められていた。たとえば、「至元条格」という法律は、婚姻、
　家庭財産、土地家屋および債務をめぐる紛争について、重大な違法事件でない限
　り、町村の長が当事者に道理に基づいて説得し、解決し、農務を妨害しない、訴
　訟を提起しないようにするということを規定していた。元代において、調停とほ
　かの非訴事件の手続を「告推」という。「元典章・刑部・訴訟」（元時代の法典）
　の中では、「告推・田土告推」という条文が設けられていた。この条文は調停の
　拘束力を認め、調停で解決した紛争について、裁判所は違法事由を有しない限
　り、再度受理することができないことを規定していた（王生長・前掲注2　103
　頁、張晋藩『中国民事訴訟制度史』（民蜀書社　1999年）79頁、125－126頁参照）。
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を考察し、相関する課題を検討するつもりである。
11　大調停システムの構築
　近年、中国においては、社会の安定を維持し、紛争を円満に解決するた
めに、法院調停（司法調停とも呼ばれる）、人民調停、行政調停という「一
鼎三足」の大調停システムの構築が強く主張されている。この「一鼎三足」
の大調停システムの構想は、法院調停、人民調停と行政調停各自の役割を
十分に果たさせ、三者間のお互いの連携を積極的に促し、かっ、新たな裁
判外紛争処理方法を大胆に創造し実験することによって、社会の紛争を全
面的に解決し、国の安定と人々問の和睦を確保することを目指すというも
のである。実務の中で、この三つの調停は、年間数百万件の紛争を処理で
き、中国紛争処理システムの中で、最も重要な役割を果たすものだと言わ
れている。
　この大調停システムの確立には、実は特別な背景がある。改革開放の進
展と経済の発展に伴い、中国の貧富格差、地域格差が拡大しつつあり、社
会矛盾も以前より厳しい状況に陥った。とりわけ、近年、土地収用に関す
る紛争、労使紛争の激化が目立つようになっており、デモと暴動という過
激な行動も時にある。これらの紛争を円満に処理しないと、国民の政府に
対する不満が蓄積しっつあり、政権の平穏を脅かす恐れがある。したがっ
て、社会における紛争を適切、円満、徹底的に解決させることは、現時の
中国政府に対して、大きな課題になる。もちろん、紛争処理する際に、裁
判所は重要な役割を果たしている。しかしながら、膨大な紛争を処理する
ために、裁判所は、人的・物的資源は限りがあるので、裁判外紛争処理方
法の登場は、当然のことになるであろう。調停は中国で長い歴史を持ち、
且つ過去の実績も注目に値する、それに、調停の理念も「創建和協社会（和
のとれた社会を創建する）」という国の目標に合致しているから、国が調
停を積極的に提唱し、大調停システムを設立するのはあまり驚くべきでは
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ないかと思われる。
大調停システムの仕組は次のようなものである。
一　法院調停
　法院調停は、人民法院が受理した民事・商事・家事事件、軽微な刑事事
件及び一部の行政訴訟事件4）について、当事者の申立によって或いは裁判官
が調停で紛争を解決するのが適当であると認めるときに、調停によって当
事者を合意に至らせ訴訟を終結する制度である。中国において、これは調停
と呼ばれるものの、実は日本における訴訟上の和解に相当するものである。
　中国の法院調停は民事訴訟の過程で行うので、民事訴訟法は調停にっい
て独立的な手続を定めていない。その代わりに調停を民事訴訟の審判手続
の中に嵌め込んだため、原則的な規定しか設けられていない。民事訴訟法
，が規定しているこのような調停モデルは「調審結合型調停」と呼ばれる。
すなわち、調停手続と審判手続の両者が一体となり調停は審判手続の中で
行い、調停が成立しない場合には審判が継続され判決が下される。
　調停は当事者の口頭或いは書面の申立てにより開始する。また、人民法
院は当該事件が調停を通して解決すべきであると認めるとき、当事者の意
見を聞き取り当事者の同意の下で調停を開始させることもできる。5）
　中国の民事訴訟は当事者の訴えの提起と人民法院の受理によって開始さ
れ、審理前の準備を経て開廷審理の段階に入り、さらに開廷審理前の準
備、審理の開始、法廷調査、法廷弁論等段階を経て最後の判決段階に至
る。法院調停は民事訴訟の全過程に貫通し、民事事件が受理された後から
4）刑事訴訟の場合、刑事自訴事件（被害者自ら訴えを提起する軽微な刑事事件）
　及び刑事附帯民事事件について調停を行うことができる（刑事訴訟法101条、206
　条）。行政訴訟の場合、行政侵権賠償事件について調停を行うことができる（行
　政訴訟法67条3項）。
5）　離婚事件を審理するときは必ず調停しなければならず、人民法院の職権で調停
　手続を開始させることができる（最高人民法院「中華人民共和国民事訴訟法」の
　適用に関する意見　92条2項）。調停の結果、当事者の合意に達しないときは、
　判決で離婚事件を解決することができる。
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判決の前までいずれかの段階においても行うことができる。ただし、口頭
弁論段階前の調停は当事者の同意を得なければならない（最高人民法院の
人民法院民事調停活動における若干問題に関する規定1条）。なお、調停
は第一審だけでなく第二審である上訴法院においても行うことができる。
中国では二審終審制が採用されているため、第二審で調停の合意が成立す
る場合は一審法院の判決は取り消されたものとみなされる（民訴172条）。
　調停の場所は人民法院において行うことが普通である。事件の状況によ
り裁判官は当事者の所在地、紛争発生地などに行き現地で調停を行うこと
もできる。
　人民法院が調停を行うときには、当事者は出頭すべきである。ただ、当
事者が確実に出頭できない理由がある場合には、特別授権の代理人が当事
者に代わって出頭し協議することもできる。離婚事件の調停は本人が特殊
な情況により確実に出廷できないときは、人民法院に対し意見書を差し出
さなければならない（民訴62条）。
　裁判官は事実を明白にし、是非をはっきりとさせ、その上で調停を行う
べきである。また、当該事件に関わる法律・政策を当事者に説明する義務
もある。裁判官の主宰の下で、当事者間には合意が成立した場合、人民法
院は調停書を作成し、当該調停書は当事者双方が署名受領した後、直ちに
法的効力が発生する（民訴97条）。6）その一方、調停で合意に達せず或いは
調停書送達の前に一方が翻意したときは、調停手続が終了し、人民法院は
即時に判決を下さなければならない（民訴99条）。
　法院調停の調停書は判決と同じ法的効力を有する。当事者の自由意思に
6）民訴法98条によって、以下に列記する事件にっいては、人民法院は調停書を作
　成しなくてもよい。
　1　調停で和睦した離婚事件
　II　調停で継続が認められた養子縁組関係事件
　m　即時履行できる事件
　IV　その他の調停書作成を必要としない事件
　　調停書作成を必要としない合意に対しては記録に記入しなければならず、双方当
　事者・担当裁判官・書記官が署名或いは押印した後、直ちに法的効力が発生する。
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従い合意が成立するため、調停書の効力発生後、同じ事実、争点及び同じ
相手方に対し再び訴えを提起することができない。また、当事者の一方は
調停書の内容に基づいて履行しない場合、相手方は人民法院に対し強制執
行を申請することができる。7）
二　人民調停
　人民調停は、人民調停委員会が民間紛争を解決するために、第三者とし
て話合いの場を提供し、説得的な方法で当事者を合意に導かせ紛争を解決
する制度である。人民調停委員会は大衆的な自治組織なので、人民調停は中
国の民間調停の一種と言える。人民調停は年間数百万件以上（年度によって
400～800万件の幅がある）の事件を解決しており、中国における各種の紛
争処理方法の中で最も活発に利用されている手法である。2011年1月1日、
人民調停法が実施された以来、人民調停制度はさらに新たな発展を遂げた。
三　行政調停
　行政調停は、行政機関が主宰する当事者間の調停を指し、大別して二つの
種類に分けられる。一つは、末端の人民政府8）が一般の民間紛争に対し行う調
停である。いま一つは、国家行政機関が法律の規定に基づきいくつかの特定
の民事紛争、経済紛争あるいは軽微な刑事紛争などに対し行う調停である。
（一）末端の人民政府による調停
　1990年「民間紛争処理弁法」（以下「処理弁法」と略称する）によれば、
末端の人民政府によって処理できる紛争の範囲は日常生活の中で生じる民
聞紛争である（処理弁法3条）。これは人民調停委員会による調停の対象
となる民問紛争と、全く同じものである。とはいえ、中国には民間紛争に
ついて、民間的な紛争処理（人民調停委員会による調停）、行政的な紛争
7）　法院調停に関する詳細な内容は、韓寧『中国の調停制度一日本・米国との比較』
　（信山社　2008年）105頁～129頁を参考してください。
8）末端の人民政府は、最下級の郷・鎮・街道（行政区画の一つ）の人民政府を指す。
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処理（末端の人民政府及び特定の行政機関による調停及び処理決定）と司
法的な紛争処理（人民法院による調停及び判決）という三つのルートがあ
る。いずれのルートを選択するかは原則的には紛争当事者の自由な意思決
定によって決められる。ただし、末端の人民政府は、当事者が人民調停委
員会の調停を経ずに直接末端の人民政府の処理を求める事件にっいて、当
事者にまず人民調停委員会による調停を通すよう説得しなければならない
（処理弁法10条）。もっとも、人民調停委員会の調停は強制することはで
きないので、当事者が説得を拒否すれば、末端の人民政府は受理せざるを
えない。そのほか、末端の人民政府の処理を求める紛争は法律、法規、規
定、政策に基づき特定の行政機関の管轄範囲に属する場合は、末端の人民
政府は当事者に当該特定の行政機関に申し立てるべきことを告知しなけれ
ばならない（処理弁法11条）。したがって、実際には末端の人民政府によっ
て処理できる紛争は、特定の行政機関の管轄範囲以外の民間紛争である。
　紛争処理の手続は当事者一方または当事者双方の申立てによって開始さ
れる。申立ては書面または口頭の方式によることができる（処理弁法8
条）。調停の担当者は、司法補佐員である。（処理弁法2条）。9）民間紛争を
9）　司法補佐員は末端の人民政府の司法行政業務の担当であり、具体的に民間紛争
　を処理する業務に責任を負う。司法補佐員は末端の人民政府の司法科（所）に勤
　めており、そこで具体的な業務を行っているが、行政役員の区分からいって、区
　（県）級の司法行政機関の定員に属し、その給料も司法行政機関に発給されている。
　司法補佐員のこのような二重の身分に基づき、司法補佐員による調停は司法行政
　機関の調停に属するという見解を採る学者もいる。（例えば、田中信行教授は、
　「民問紛争処理方法」の中で規定された調停が司法行政機関による調停であると主
　張されている。（田中信行「中国における人民調停制度の改革」（中国研究月報
　44巻9号　1993年）23頁））確かに司法補佐員の身分は、司法行政機関からの派遣
　員のような性質を有している。しかし、民問紛争を取り扱うのは、司法行政機関
　ではなく、末端の人民政府である。末端の人民政府が紛争を処理する際に、具体
　的な調停活動は、司法補佐員によって行い、調停が成立する場合は、調停書が作
　成され、不調になった場合は、処理決定が下される。調停書及び処理の決定は、
　司法補佐員が署名し、人民政府の印鑑を押印した上で、末端の人民政府の当該紛
　争に対する処理の結果として、当事者に送達する。したがって、司法補佐員の行
　う調停は末端の人民政府による調停であるといって差し支えない。また、紛争処
　理のほか、司法補佐員は人民調停委員会の業務について指導を行うこともできる。
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処理する際に、司法補佐員は当事者双方の陳述を十分に聞き取り、必要が
ある場合、紛争の事実について調査を行わなければならない。また、当事
者双方が事件の争点について弁論を行うことも認められる（処理弁法13
条）。末端の人民政府が民間紛争を処理するとき、まず調停をしなければ
ならない（処理方法15条）。司法補佐員は事実を明白にし、是非をはっき
りとさせ、それに基づき、当事者双方を互いに了承し譲り合うように促
す。そして、当事者の自由意思に基づき、当事者双方を合意の方向に導く
（処理弁法15条）。
　調停で当事者が合意に達した場合は、調停書を作成しなければならな
い。調停書は当事者双方、司法補佐員が署名し、人民政府が押印したあ
と、当事者双方に送達する。調停書は送達された日から、法的効力を生
じ、当事者は履行しなければならない（処理弁法16条）。調停によって合意
が得られないときは、末端の人民政府は処理の決定を下すことができる（処
理弁法17条）。処理の決定が下されてから15日以内に、当事者が人民法院に
訴えを提起しない場合には、法的効力が生ずるものとする（処理弁法21条）。
（二）各行政機関による調停10）
　各行政機関は、法律に基づき所管の行政対象範囲の紛争にっいて調停を
行う。たとえば、公安機関は、治安管理に違反した紛争、道路交通事故に
よる紛争について調停を行う。工商行政管理機関は、法人及び非法人経済
組織の間で生じた経済契約紛争、消費者の権益をめぐる紛争、商標・特殊
標識に係わる紛争について調停を行う。環境保護行政管理機関は公害紛争
にっいて調停を行う。特許業務管理機関は、特許に係わる紛争にっいて調
停を行う。行政機関が行う行政管理活動は広範囲にわたるため、行政機関
の取り扱う紛争の範囲も必然的に幅広くなる。中国では、こうした紛争処
理は各行政機関の行政職能の一部として位置づけられている。
10）各行政機関による調停の詳細な内容は、韓寧前掲注7　206頁～227頁を参考
　してください。
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　各行政機関による調停では、個別的な紛争を解決するために、専門的な
紛争処理組織を設立するのではなく、各行政機関が行政管理を行うと共
に、当該行政機関の行政管理範囲内の紛争を解決する。調停を担当する職
員は、紛争解決のために特別に任命された者ではなく、普通の職員であ
る。これらの職員たちは、普段は行政管理業務を行い、紛争が生じたとき
のみ紛争処理を行う。
　現在、中国では、未だ統一された行政調停手続ルールが存在していな
い。各行政機関による調停の手続は、「治安管理処罰法」、「道路交通安全
法」など個別法によるものもあるが、多くの場合、「民間紛争処理弁法」、
「契約紛争行政調停弁法」、「特許管理機関の特許紛争処理弁法」等、行政
規則によって定められている。また、各省、自治区、直轄市の地方法規・
規則によって定められるものもある。
　調停は、一般的には当事者の申立てによって開始され、職権による調停
はほとんど認められないのである。調停を行うとき、当事者の自由意思を
遵守することを前提として、当事者を強要してはならない。
　調停成立した場合、行政機関は調停書を作成する。調停書は法的執行力
がないので、当事者が調停書に基づき履行しない場合、相手方は人民法院
に訴えを提起するしかない。
　調停が不調である場合、それが契約争議調停、消費者権益争議調停、交
通事故調停等であった場合は、行政機関は、調停終結書を作成し、当事者
に仲裁又は訴訟の手段が利用できることを告知しなければならない。一
方、治安調停、公害紛争調停、特許調停等の場合は、行政機関は速やかに
行政処理決定又は行政裁決を下さなければならない。
四　新種調停の開発
　近年、中国では紛争は多様化、擁雑化の趨勢を呈している。国民の紛争
解決手段に対する二一ズも多様になったことで、単なる伝統的な紛争解決
手段では、現在のこのような紛争を迅速、有効に解決することは難しく
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なった。こうした社会情勢の下で、仲裁手法が以前より多く利用され、よ
い成果をあげている。一方、調停の領域においても、新たな調停形式が相
次いで創設されている。
　90年代から、各業界調停センター、特定区域または特定種類の紛争の
調停センター等、民間の調停組織が相次いで設立されてきた。業界調停セ
ンターは、ある業種に関わる紛争を処理するために、各業界の協会が設立
したまたは各業界の協会と他の組織とが共同で設立した専門性の高い紛争
処理機構である。その名称は、全国で必ずしも一致するものではなく、そ
の組織と調停手続も地方と業界によって異なっている。しかし、専門的な
知識を有する当該業界の専門家と法律の専門家が共に調停を行うことは、
各業界の調停センターがもつ共通の特徴である。11）
　また、各地では、地元の実情と二一ズに応じ、多種多様な特定区域の紛
争及び特定種類の紛争を対象とする調停センターが、相次いで設立され
た。特定区域紛争調停センターは、ある区域の紛争を解決するために設立
された調停センターであり、たとえば、2004年に青島で設立された「敦
化路家具、建築材料市場消費紛争調停センター」が、この種の調停セン
ターである。特定種類の紛争を対象とする調停センターは、ある種類の紛
争を解決するために、設立されたものであり、センターの調停員は通常当
該紛争の処理に豊富な経験を有する者である。このような調停センターと
しては、たとえば、重慶消費仲裁調停センターなどが挙げられる。これら
の調停センターには、人民法院、行政機関等国家機関によって設立された
ものがあり、社会団体、組織が設立したもの、及び、いくつかの機関・組
織が共同で設立したものもある。
　このほかに、裁判官・弁護士・人民警察・司法補佐員による連携調停12）、
11）たとえば、2011年に成立した上海賃貸業調停センター（上海租賃行並凋解中
　心）、上海経済貿易商事調停センター（上海経貿商事凋解中心）などがある。
12）たとえば、2006年、北京市東城区では、「三所一廷」の連係調停ネットが設立
　された。司法所、公安派出所、弁護士事務所と人民法廷が連携し困難、複雑な紛
　争を調停する。
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弁護士・人民調停員・専門家による連携調停、テレビ生中継調停13）等の新
たな調停形式も出現した。14）
　確かに、これらの民間調停組織の設立と民間調停の活躍は、社会の多様
な二一ズに応えて、紛争の迅速な解決と社会の安定の維持に重要な役割を
果たしている。・しかしながら、これらの民間調停に関して、全く法的規制
はないので、調停者の素質、調停の手続の公正化、調停合意の履行確保、
調停の運営資金の確保等の面において、様々な問題が起こったのである。
これらの課題を解決するために、人民調停以外のその他の民間調停にっい
て、統一規則の制定や国家からの援助が必要ではないかと思われる。
皿　人民調停法の制定とその下での人民調停制度
　人民調停に関する最も早い立法は1954年2月政務院公布の「人民調停
委員会暫定組織通則」（以下、54年通則という）である。この通則の中で、
人民調停制度が確立されたのである。「文化大革命」時期に、人民調停制
度は壊滅的状況に陥ったが、文革終了後の1980年1月、「54年通則」が再
公布され、人民調停活動も再開されていった。また、1989年6月17日に、
国務院は「54年通則」を改正し「人民調停委員会組織条例」を制定し、さ
らに、2002年9月1日に、司法部が「人民調停工作若干規定」を発布した。
その後、立法の支援を得た人民調停制度は、平穏な発展段階に入り始め、
人民調停活動も活発に展開されてきた。
　近年、経済体制の変革、社会の仕組の変動、利益分配の調整と格差の拡
大にともない、人民調停は、紛争の円満な解決及び社会安定の維持などの
面において、より重要な役割を果たしている。それにつれて、人民調停法
の制定も社会の喫緊の課題になった。司法部は、1989年の「人民調停委
13）たとえば、北京テレビは毎週一回生中継である事件の調停の過程を報道してい
　る。
14）新しい民問調停の形式について、韓寧前掲注7　385頁～397頁を参考してく
　ださい。
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員会組織条例」をモデルにし、2002年の「人民調停工作若干規定」の内
容を参考にし、「人民調停法」の草案を起草した。2010年8月28日に、第
11回全国人民代表大会常務委員会第16次会議において、「人民調停法」は
採択され、2011年1月1日から施行するものとされた。「人民調停法」は
人民調停の性格、人民調停の組織、人民調停員の選任、人民調停の方式及
び人民調停の効力についてより詳しい規定を設け、かつ人民調停協議に関
する司法確認制度を新設した。人民調停法が、長年の実務経験に基づき実
社会の二一ズに応えたものであり、立法の過程において国民側の意見をも
聴取したので、中国は、調停制度の法制化の進展過程において重要な一歩
を踏み出したと言える。15）
　新たな人民調停法に規定された人民調停制度は以下の通りである。
（一）人民調停組織
（1）人民調停委員会
　人民調停の主な組織形態は人民調停委員会である。
　人民調停法7条によって、人民調停委員会は、法により設立された民間
紛争を調停する大衆的組織である。「大衆的な」組織というのは、人民大
衆が自分で自分を教育・管理する大衆的な自治的組織であることを意味す
る。同じ種類の調停委員会の間には、いわゆる縦型の関係が存在せず、か
っ、互いに連帯関係を持たない。また、人民調停委員会の構成員である調
停員本人は会費を払わないが、当事者から調停料を徴収することもできな
い（人民調停法4条）。組織面の単一性と調停面の非営利性という点で、
人民調停委員会は一般民間組織及び社会団体組織とは異なる。
　通常、人民調停員会は、村民委員会と住民委員会の下に設置される。必
要に応じて企業・事業組織、郷鎮・街道16）、社会団体及びその他の組織も
15）人民調停法の立法経緯は中国人大網の「人民調停法（草案）条文及び草案説明」
　（http：／／wwwnpc．govcn／huiyi／1fzt／2010－07／01／content＿1586521．htm）を参考して
　ください。
16）中国の行政区画の一種であり、日本の町に相当する。
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人民調停委員会を設置することができる（人民調停法8条1項、34条）。
人民調停委員会は各級の司法行政機関と末端の人民法院の指導の下で活動
する（人民調停法5条）。その活動のための経費と設備は、人民調停委員
会を設置した各委員会や組織等がそれを提供する（人民調停法12条）。ま
た、県以上の地方人民政府は、人民調停委員会の所要経費にっいて必要な
支援を与えるものとする（人民調停法6条）。
　人民調停委員会は、委員3名から9名の問で構成され、主任委員1名を
置き、必要があれば、副主任委員を置くことができる（人民調停法8条2
項）。村民委員会、住民委員会の人民調停委員会委員は、村民会議、又は
住民会議を通じて、選出され、企業・事業組織の人民調停委員会委員は、
労働者代表大会、或いは労働組合によって選出される（人民調停法9条1
項）。委員の任期は3年であり、再選再任も許される（人民調停法9条2
項）。
（2）人民調停員
　人民調停員は、人民調停委員会委員のほか、人民調停委員会が必要に応
じて招賜・任命の方式で採用された調停に携わる者をも含まれている（人
民調停法13条）。公正かつ正直な人物で大衆とっながりを持ち、人民調停
の活動に熱心で、一定の文化的な素質、政策のレベルと法律知識を備える
成年者17）は、人民調停委員会委員となることができる（人民調停法14条1
項）。
　調停活動を行う人民調停員に対しては、一定の手当を支給することがで
きる。，調停活動によって致傷、致死した場合、政府からの救助と補償を得
ることができる（人民調停法16条）。
（二）人民調停の対象となる紛争
人民調停の対象となる紛争は民間紛争である。1990年4月19日に司法
17）一般的には、18歳以上の者は成年とする。
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部が公布した「民間紛争処理弁法」の中では、民間紛争にっいて、「市民
の間の身分、財産上の権益にかかわり、日常生活のなかで発生した紛争」
と定義されている。民間紛争は人と人の間に日常生活と生産の中での継続
関係から発生した揉め事であるので、人民調停によって円満に解決されれ
ば、当事者の体面が傷つけられず、当事者間の人脈関係を継続することが
できる。
　民問紛争は多種多様であり、たとえば、婚姻関係、家庭関係、相続関係
と扶養関係をめぐる家事紛争、組合経営関係、債権債務関係、不法行為を
めぐる民事紛争などが挙げられる。
（三）人民調停の手続
（1）人民調停の原則
　人民調停法3条の規定により、人民調停委員会の調停活動においては、
以下の原則を遵守しなければならない。
　①調停は、当事者双方の自己の意思に基づくものとし、平等にこれを
　　　行う。
②調停は、法律、法規、国家の政策を違反してはならない。
③当事者の権利を尊重するものとする。調停を理由として、当事者が
　　　仲裁、行政、司法等の手段を利用し自己の権利を保護することを阻
　　　止してはならない。
（2）人民調停の開始
　当事者が人民調停委員会に調停を申し立てることができる（人民調停法
17条）。申立ては書面又は口頭の方式を採用することができる。
　人民調停委員会は、民間紛争の存在を認めた後、職権で調停を行うこと
もできる。ただし、調停は当事者の自由意思を前提とするため、当事者が
人民調停委員会に職権調停に対し異議を申し立てるときは、調停を行って
はならない（人民調停法17条）。
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（3）調停員の指定
　人民調停委員会は紛争の状況に応じて1名又は数名を人民調停員に指定
し、調停に参加させる（人民調停法19条）。簡単な事件の場合では1名、
複雑な事件の場合では3名というタイプが普通である。また、当事者双方
が協議で、信頼できる調停員を選定することもできる（人民調停法19条）。
（4）参加人の要請
　人民調停員が紛争を調停するとき、当事者の同意を得た上で、当事者の
親族、隣人、職場の同僚、又は専門知識、特定の経験のある者或いは関係
社会組織の関係者に要請して調停に参加させることができる（人民調停法
20条）。
（5）調停の場所
　調停は一般的に、専用的な調停の場所で行う。必要があるとき、当事者
に便利な場所で行うこともできる（人民調停工作若干規定28条）。たとえ
ば、家庭内紛争を調停するときは、当事者の自宅で行うことができる。
（6）調停の費用
　人民調停法4条によって、人民調停委員会は民間紛争を調停する場合、
その費用は無償とする。
（7）調停活動
　人民調停員は調停をするとき、当事者の特徴及び紛争の性格、難易程
度、動向などの状況により、多種多様な方式・方法を採用することができ
る。人民調停員は当事者の陳述を十分に聞き取り、当事者に関係する法
律、法規及び国家の政策を説明した上で、穏やかな態度で当事者を説得す
る。当事者相互の理解と謙譲の下で、人民調停員は当事者問の話し合いを
促し、解決案を策定し、当事者双方に提示し、調停の合意を得させるよう
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努める（人民調停法22条）。
　当事者は調停を公開で行う、又は調停を不公開で行うことについて提議
ことができる（人民調停法23条3号）。
　紛争が激化するおそれがある場合、人民調停員は、必要な予防措置を取
るものとする。治安事件、刑事事件を惹起する可能性がある紛争にっい
て、人民調停員は即時に公安機関又はその他の関係部門に報告しなければ
ならない（人民調停法25条）。
　人民調停員は調停の過程を記録するものとする（人民調停法27条）。
（8）調停の終結
　人民調停を経て、合意に達した場合、人民調停委員会は調停協議書を作
成することができる。当事者双方が書面の調停協議書を作成しなくてもよ
いと認めるとき、人民調停員は当事者の口頭協議の内容を記録しなければ
ならない（人民調停28条）。
　一方、調停が不調である場合、人民調停員は調停を中止させ、当事者に
仲裁、行政、司法等のほかの権利保護手法が利用できることを告知しなけ
ればならない（人民調停法26条）。
（四）人民調停の効力
　2010年の「人民調停法」は人民調停の効力を認め、「司法確認」制度を
設けるようになった。人民調停法の中で調停の効力については、次のよう
に定められている。
　・「調停協議書は当事者双方が署名・捺印し、人民調停員が署名し、人
　　民調停委員会の印を押印するとき、法的効力を生じる。」（人民調停法
　　29条2項）
　・「口頭協議の場合は、当事者双方の合意が成立するとき、法的効力を
　　生じる。」（人民調停法30条）
　・「人民調停委員会の主宰の下で成立した調停協議は、法的拘束力を有
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　　する。当事者が協議の内容に従いこれを履行するものとする。人民調
　　停員会は調停協議の履行状況について監督を行い、当事者に協議の内
　　容に従い履行することを督促するものとする。」（人民調停法31条）
　・「人民調停委員会の主宰の下で調停協議が成立した後、当事者双方は
　　調停協議の履行又は調停協議の内容について争議が生じた場合、当事
　　者一方は人民法院に提訴することができる。」（人民調停法32条）
　・「人民調停委員会の主宰の下で調停協議が成立した後、当事者双方は
　　必要と認めるとき、調停協議発効日から30日以内、共に人民法院に
　　司法確認を申し立てることができる。人民法院は即時に調停協議を審
　　査し、法律に依って調停協議の法的効力を認証するものとする。
　　　人民法院が法律に依って調停協議が有効であると認めた後、当事者一
　　方が履行を拒絶する場合、或いは義務の一部だけ履行した場合、相手方
　　は、人民法院に強制執行を申請することができる。」（人民調停法33条）
　また、2013年1月1日に施行された改正民事訴訟法の中においても、
司法確認制度について、新たな規定を設けた。改正民事訴訟法194条、
195条によって、調停協議の司法確認を申し立てる場合、当事者双方は、
人民調停法等の法律に従い、調停協議発効日から30日以内、共に調停組
織所在地の基層人民法院に申し立てる。人民法院は申立を受理した後、審
査を行い、調停協議の内容が法律の規定と符合する場合、裁定で当該調停
協議の法的効力を認めなければならない。調停協議の内容が法律の規定と
符合しない場合、人民法院は裁定で申立を却下する。調停協議の効力は司
法確認を経て認められた後、当事者一方が履行を拒絶し、又は協議の一部
しか履行しない場合、相手方は、当該調停協議によって、人民法院に強制
執行を申し立てることができる。一・方、司法確認の申立が人民法院に却下
された場合、当事者は当該紛争について人民法院に提訴することができ
る。そのほか、当事者双方は、再度調停の方式を通して元調停協議の内容
を変更し、又は新たな調停協議を作り出すこともできる。
　以上の人民調停法と改正民事訴訟法の規定によれば、調停協議について
一201一
韓 寧
は、直接にその執行力を認めていないものの、「司法確認」制度の設立を
通じて、問接にその執行力を認めたのではないかと思われる。「司法確認」
制度の確立は、今回人民調停法の最も特色のある所であり、人民調停制度
の重大な発展であると言える。
IV　調停と簡易裁判の手続連続化
　中国において、裁判の手続は通常手続と簡易手続とに分かれている。裁
判官は、民事事件の種類及び難易に従い、いずれか一つを選び、民事事件
を審理する。民事訴訟法157条の規定によって、事実が明白であり、権利
義務関係が明確であり、争議が多くない簡単な民事事件は簡易手続を適用
する。簡易手続の場合、原告は口頭で起訴することができ、裁判官は簡易
な方式で審理を行う。2003年「最高人民法院の簡易手続による民事事件
審理に関する若干規定」14条によって、人民法院は簡易手続で婚姻家庭
及び相続に係わる紛争、労働契約紛争、交通事故及び労災事故に係わる権
利義務関係が明確である損害賠償紛争、宅地及び隣人関係に係わる紛争、
共同経営契約紛争、少額紛争を審理するときに、調停前置主義を採らなけ
ればならない。近年、調停促進政策の下で簡易裁判と調停の密接化が特に
注目されるべきである。
　2009年8月に、最高人民法院は「裁判とADRを連携する紛争解決シス
テムの確立及びその健全化に関する若干意見（美子建立健全活訟与非併訟
相街接的矛盾釧紛解決机制的若干意児）」を発布した。その中で、人民法
院、行政機関、企業事業組織及びその他の社会団体の紛争処理機能を十分
に発揮し、各種紛争解決方法の連携を促進し、国民により多くの紛争解決
選択肢を提供し、社会の調和と安定を維持し、経済社会の順調な発展を保
障するという目標が立てられた。さらに、地方各級人民法院に、その他の
国家機関、社会組織、企業事業組織等の紛争処理上における連携を強化さ
せ、新たな紛争解決方法を開発し、裁判外紛争処理システムの確立と完全
一202一
中国調停制度の新展開
化を促進することも呼び掛けられている。
　また、2010年6月に、最高人民法院は、「調停を優先させ、調停と審判
を結び付けるという業務原則をいっそう強化する若干意見（美干遊一歩貫
初凋解仇先凋判結合工作原則的若干意兄）」を発布した。中国は経済成長
の最も重要な時期を迎え、会社問題が次々と水面に突出したので、和のと
れた社会（和協社会）を維持するために、最高人民法院はこの意見書の中
で、各級の人民法院に社会紛争解決の促進、管理体系の更新、公正廉潔な
司法という三つのことを要求した。さらに、紛争解決の面において、最高
人民法院は「調停優先、調判結合」という方針を打ち出し、裁判官に調停
意識を強化させ、調停能力を向上させることをも要求し、裁判より調停に
傾斜する傾向を明らかに示しているのである。
　全国各級人民法院は、最高人民法院の要求に応じて、調停と簡易審判の
手続連続化体系の開発と規則制定の作業を積極的に行っている。各地のや
り方は必ず一致することではないので、本稿は、上海浦東新区人民法院の
やり方を一例として考察したい。
一　調停と簡易審判の手続連続化の新たな組織形式
　2010年8月に、上海浦東新区人民法院は「訴訟調停ドッキングセンター
（活凋対接中心）」を設立した。当該センターの本部は上海浦東新区人民法
院にある。そこに、管轄区内の人民法廷で支部を設置し、人民法院以外で
道路交通事故紛争調停支部、労働紛争調停支部を設置した。センターの管
理層は主任一名、副主任二名によって構成され、その下で一つの事務部と
婚姻家庭、不動産、賃貸借、金融商事、知的財産、交通事故、労働紛争と
いう七つの業務部を設置している。事務部は、事件の受理審査、事件の仕
分け、期日の確定、送達及び調停人の人事管理等の事務を担当する。業務
部は、裁判官一名と調停人、裁判官補佐、書記官数名によって構成され
る。調停人は調停を行い、裁判官は、調停に対する指導、民問調停又は行
政調停の調停協議書に対する司法審査確認、一部の不調事件に対する快速
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裁決を行う。調停人は通常は退職裁判官、各業界の専門家、及び一般の民
間人から選ばれる。当該センターは人民調停委員会、労働仲裁院、消費者
協会、法律援助センター、司法局基層工作科18）等の12の行政部門、及び民
問組織と連携関係を確立したので、この12の機関及び組織はそれぞれ一
名の代表を選出し、場合によって訴訟調停ドッキングセンターの調停に参
加し、又は訴訟調停ドッキングセンターの委託を受けて自ら調停をするこ
とができる。
二　訴訟調停ドッキングセンターの受理できる事件の範囲
　「上海市浦東新区人民法院訴訟調停ドッキングセンター業務規則」に
よって、原則的には、全ての第一審民事・商事事件はまず当該訴訟調停
ドッキングセンターの処理を経なければならない。但し、次の事件はこの
限りでない。
①建築工事紛争
②貨物運輸代理紛争
③金融・財務管理紛争
④会社、手形、証券に係わる紛争
⑤　知的財産権紛争（但し、当事者が調停を同意する場合はこの限りで
　　ない）
⑥訴訟物の金額は1000万元を超えた事件
⑦財産保全を申し立てた事件（但し、財産保全後、調停が可能である
　　事件はこの限りでない）
⑧外国と関連する事件及び香港、マカオ、台湾に係わる事件（但し、
　　当事者が調停を同意する場合はこの限りではない）
⑨　争いが激化された事件（但し、調停する必要がある事件はこの限り
　　でない）
18）司法局内で主に人民調停を管理・監督・指導する部門である。当該部門は司法
　行政調停を行うこともできる。
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　⑩特別手続で審理すべきである事件
　⑪当事者一方又は当事者双方が上海以外のところに住んでおり、かっ
　　　原告が明確に調停を拒絶する場合
　⑫被告が行方不明である事件、又は被告が監禁された者である事件
　⑬事件を受理する時、当事者が証拠調べを申し立てた場合
　⑭事件を受理する時、当該事件が監査、評価又は鑑定を要することが
　　　分かった場合
　⑮労働争議仲裁院の訴前調停部で調停を経て、不調になった事件
　⑯その他の訴訟調停ドッキングセンターの処理に適合しない事件
　以上の規定から見て、上海市浦東新区人民法院では、訴訟調停ドッキン
グセンターの訴前調停は簡易裁判の前置手続になっているのである。
　さらに、民事・商事紛争以外、当該訴訟調停ドッキングセンターは、事
実が明白であり、法律関係が簡単である刑事自訴事件についても訴前調停
を行うことができる。
三　訴前調停、快速裁決、司法審査確認の手続
　「上海市浦東新区人民法院訴訟調停ドッキングセンター業務規則」の中
では、訴前調停、快速裁決、司法審査確認について具体的な手続が設けら
れている。これは、中国における調停と簡易裁判の手続連続化を考察する
一例として検討することができる。
（一）事件の受理手続
　人民法院の事件受理廷（受付窓口）は申し立てられた事件について審査
を行い、訴訟調停ドッキングセンターが処理できる事件と認めたとき、当
事者の同意の下で、訴訟調停ドッキングセンターの事務部に移送する。事
件受理廷は通常の訴訟事件の受理手続をせず、当事者に事件受領通知だけ
を出す。事務部は移送を受けた後、事件の類型に従って仕分け作業を行
い、調停の期日を決め、事件をそれぞれの業務部に交付し、かつ、当事者
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に調停通知を送達する。
（二）訴前調停
　訴前調停は業務部の調停員または人民法院が委託する調停組織によって
主宰する。
　調停が成立する場合、業務部の裁判官が合意の内容について審査を行
う。調停調書を作成する必要がある事件は、裁判官は調停記録に基づき民
事調停書を作成する。一般事件の民事調停書は調停成立後の当日、遅くと
も翌日に当事者に送達しなければならない。集団訴訟の民事調停書は、調
停成立後の5日以内に送達しなければならない。民事調停書は判決と同じ
法的効力をもつ。
　訴前調停は事件が受理された日から、30日以内に終結しなければなら
ない。
（三）快速裁決
　調停が不調である場合又は当事者が調停を拒絶する場合には、業務部の
裁判官は当該事件の情況に応じて快速裁決を下すか、或いは普通手続に移
送する。快速裁決の場合は45日以内に裁決を下さなければならない。
　この快速裁決は日本における「調停に代わる決定」に相当するものであ
るものの、当事者側の異議申立は未だ認められていない。
（四）民間調停及び行政調停に対する司法審査確認
　行政機関、人民調停組織、商事調停組織、業界調停組織又はその他の調
停組織が作成した調停協議書について、当事者双方が共に人民法院に司法
審査確認を申し立てる場合、訴訟調停ドッキングセンターは司法審査確認
を行う。事務部は当該申立を受理した後、各業務部に交付する。業務部の
裁判官は当該調停協議書を審査した上で、それに法的効力を付与するか否
かを決定する。
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次に掲げる場合以外、ほとんどの調停協議書は法的効力を付与されるこ
とができる。
①法律、行政法規の強制性規定に違反した場合
②国家利益、社会公共利益を侵害した場合
③第三者の利益を侵害した場合
④当事者の刑事責任を追及する可能性がある事件
⑤　協議書の内容が明確でない場合
⑥調停組織或いは調停員が強制調停をした場合又は職業倫理規則に違
　　反した場合
⑦その他の裁判官が法的効力を付与すべきではないと認める場合
（五）費用の徴収基準
（1）訴前調停の場合
　訴前調停費用としては、離婚事件の訴訟目的物の金額が20万元19）以下の
場合には、1件で50元を徴収し、訴訟目的物の金額が20万元以上の場合
には、訴訟標準受理費用の10％を徴収する。
　財産に係わらない事件の場合には、訴訟標準受理費用の20％を徴収
し、かつ、20元を下回ってはならない。
　財産に係わる事件の場合には、民事事件は訴訟標準受理費用の10％、
商事事件は訴訟標準受理費用の20％を徴収し、但し、20元を下回っては
ならない。
　家庭財産分割事件の場合には、訴訟標準受理費用の50％を徴収する。
　以下の場合は、費用を徴収しない。
　①調停を行った後、当事者が起訴しない又は訴訟を取り下げた場合
　②労働争議事件
　③調停が成立した交通事件
19）1人民元駕12．50日本円
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（2）快速裁決の場合
　少額事件及び当事者が不上訴協議を達成した事件の中での費用として
は、民事事件は訴訟標準受理費用の20％、商事事件は訴訟標準受理費用
の30％を徴収する。但し、20元を下回ってはならない。その他の事件は「訴
訟費用徴収規則」によって費用を徴収する。
　2010年1月～7月、上海浦東新区人民法院民事審判廷が受理した事件
は1748件であったが、訴訟調停ドッキングセンターが成立した8月4日
から1カ月間だけで3036件の訴前調停又は快速裁決事件を受理した。20）そ
れは普通民事審判廷の1～7月受理事件数の2倍である。当事者にとって
は、少なめの費用と法的効力をもつ訴前調停又は快速裁決はもちろん魅力
的であるが、その利用が増えた最も重要な理由は、人民法院側が普通の民
事事件をほぼ強制的に訴前調停に付する調停促進政策にあろうかと考えら
れる。
V　「調停重視」の復活と調停の法制化
　建国初期から80年代末期に至って、政府は一貫して「調停重視」を司
法政策としていたのである。法制度自体の不健全と国の調停促進政策の結
果、調停という手法は、各種紛争解決の過程で活発に利用されていた。
例えば、80年代末期の統計を見ると、1989年人民法院一審民事事件の既
済総数が227万7，981件であり、その中、法院調停で解決した件数が176
万7，379件と、既済件数の7割を占めている。人民調停の場合も同様に、
1989年には、既済事件数が734万1千件であり、一審民事事件既済件数の
3倍以上である。行政調停に関して、全国の統計がないものの、状況はほ
ぼ同じである。
　90年代から、中国は法制度整備の全面発展期に入り、立法の面では、
20）上海浦東新区人民法院専刊「訴調対接」（2010年　第1期）11頁
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2010年までに中国の社会主義特色を帯びる法律体系の確立を目標とし、
立法活動をさらに強化すること、そして、司法の面では、裁判権、検察権
を強化し、法曹人口を増加し、かつその素質を高めることが方針として
掲げられた。21）さらに、行政の面では、行政権の濫用を防止し、法に依っ
て行政活動を行うこととされた。1991年に「民事訴訟法」が一部改正さ
れ、それ以降、民事訴訟の中で占める法院調停の比率が降下の趨勢を呈
しているものの、民事訴訟においての調停偏重の状況は直ちに解消され
てはいなかった。（例えば、全国人民法院民事事件の調停終結率は、1991
年59．1％、1992年58．3％、1993年58．5％、1994年58．4％、1995年56．8％、
1996年54．1％である。）
　1997年から、中国は、全面的に「法治国家」の建設期に入った。それ
以来、法律の権威を確固たるものとし、裁判権を強化し、国民の法的意識
を高めることが強調され、「法による支配」という理念が全社会的範囲で
次第に広まってきた。また、過去の裁判官の多くが退役軍人によって担
当されてきた状況を改善するため、国家は法学部出身の若い裁判官の育
成及び現裁判官の業務能力の向上に大いにカを注し，・だ。結果、これらの
裁判官は、以前より多く事件の真実と法律に基づき判決を下しているよ
うである。なぜならば、法院調停の利用率は、90年代以降大幅に減少す
る傾向を示している22）（民事事件調停終結率は、1997年は50．5％、1998年
45％、1999年42．1％、2000年37．7％、2001年35．1％、2002年30．3％、2003
21）劉海年「依法治国：中国社会主義法制建設新的里程碑」（法学研究　18巻3期）。
22）法院調停の利用率が減少した原因は、以下にあると考えられる。第1に、審判
　方式の改革は、調停の余地を減少させた。たとえば、一部の法院は、開廷前準備
　の時問を縮減し、調停の試みを経ず、直接に開廷の段階に入るという措置を採っ
　た。こうした措置は、開廷審理の前に調停を行う機会を失わせた。第2は、調停
　批判論の影響である。1990年代から、中国の法学界は調停氾濫の弊害を反省し始
　め、調停を批判する主張が多くなってきた。調停批判論は、裁判官に大きな影響
　を与え、一部の裁判官は調停を試みる意欲がなくなった。第3は、当事者自身の
　法的意識が高まったことである。国家における法律普及の成果として、国民の法
　的意識は以前より高まった。多くの当事者は人民法院に調停ではなく、判決で紛
　争を解決することを求めている。（韓寧前掲注20276～377頁）
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年29．9％である）。
　このように優れた伝統ある法院調停の衰退傾向に対し、実務上では
2000年から、再び法院調停を強化すべきという主張が出現した。その理
由の一つは、国が再び調停を重視する政策にあり、いま一っは、裁判所自
身の人的・物的資源の限りで、急激に増えた民事事件を裁判だけで迅速に
処理できなくなったことにある。最高人民法院は2000年8月に「基層人
民法院の建設の強化に関する若干意見（美干加強人民法院基屠建没的若干
規定）」を発布し、その中で基層人民法院における調停の強化に関する条
項を設けた（第25条）。特に、胡錦濤政権時代になってから、「創建和協
社会（和のとれた社会を創建する）」の気風が全社会に広がって、この影
響を受け、調停重視の傾向は再び復活された。再び調停を重視する措置
は、2004年から効果が現れ、法院調停の利用率が再度上昇している。例
えば、2004年31．0％、2005年32．1％、2006年32．5％、2008年35．2％、2009
年36．2％である。特に、2010年6月、最高人民法院は「調停を優先させ、
調停と審判を結び付けるという業務原則をいっそう強化する若干意見（美
干遊一歩貫御凋解仇先凋判結合工作原則的若干意児）」を発布した後、調
停重視の傾向がさらに強まり、部分的な地域では、裁判より調停を過度に
偏る兆しが再び現れてきた（2010年法院調停の利用率が38．8％である）。
　一方、人民調停の場合、1989年に「人民調停委員会組織条例」が制定
されることで国は人民調停を促進する態勢を示していた。人民調停組織
の強化によって、人民調停員の人数も大幅に増えてきた。1996年になる
と、人民調停員の人数は1035万4千人となり、史上最高であった。しか
しながら、同期の人民調停の既済件数はそれほどではなく、580万件に止
まり、1990年より160万件減った。
　人民調停事件数の減少には、いくつかの原因がある。第一に、人民法院
の権威の高まりと当事者の法的意識の向上によって、訴訟を選択する当事
者は以前より多くなった。第二に、法制整備と改革の際に、国家はその重
点を正式な法制度の確立と発展の面に置き、大部分の資金と人材を裁判制
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度の発展と充実のために投入し、裁判外紛争解決に対してはそれほど重き
を置かなかった。23）第三に、人民調停自体に欠陥がある。当時の人民調停
は執行力がない。これは、調停の実効性を弱化させた。それに加え、人民
調停には、調停手続の公正性の欠如、調停者の法的知識の欠乏、資金の不
足などの問題点も存在しているので、調停自体の魅力は低減しているので
ある。
　2004年、人民調停年間既済件数は441万件であり、史上最低になった。
その後、胡錦濤政権の「創建和協社会（和のとれた社会を創建する）」方針、
及びADR潮流の影響を受けて、「調停重視」思想の復活は人民調停の面
にも表された。2005年から、人民調停の既済件数が徐々に回復し、2008
年になると、再び500万件台に戻った。24）さらに、人民調停法が制定され
た2010年は、人民調停年間既済件数が841．8万件であり、史上最高になっ
た。25）
　調停手続の公正性の欠如、調停者の法的知識の欠乏、資金の不足及び調
停の執行力がないなどの問題は、最近制定された「人民調停法」の中で解
決を得た。2010年「人民調停法」の中で、調停手続公正性の確保、調停
者素質の向上、運営資金の確保、調停合意の執行力の付与などについて具
体的な規定を設けている。確かに、「人民調停法」の制定は中国調停法制
化の重要な一歩であるが、これらの法律規定が実務の中でどのように実行
されるか、また調停実務にどのような変化をもたらすかということこそ、
今後注目すべき課題であると思われる。
　なお、行政調停については、最近重視する傾向も見られて、司法部と最
高人民法院などの機関は行政調停の相関課題にっいて検討しているところ
である。
23）範喩『非訴訟糾紛解決機制研究』（中国人民大学出版社　2000年）609頁。
24）調停に関する統計数字は、各年度の『中国統計年鑑』（中国統計出版社）と『中
　国法律年鑑』（中国法律年鑑出版社）による。また、韓寧前掲注7　265頁、375
　～381頁参照。
25）『2011年中国法律年鑑』（中国法律年鑑出版社）1067頁による。
一211一
韓 寧
VI結び
　中国において、調停は紛争処理システムの中で最も重要な手法として位
置づけられている。調停は、それ自体独自の発展を遂げると共に、他の紛
争解決手法にも浸透し、訴訟過程中の法院調停という混合した態様が創設
されるに至っている。訴訟の中における調停手法の採用は、当然、国家の
政策の意向と係わりがあり、比較的純粋な調停態様たる人民調停、行政調
停でも国家の方針と指導に沿って展開してきたものではないかと思われ
る。さらに、司法調停、人民調停、行政調停を一体化させた「大調停シス
テム」の確立も、和協社会（和のとれた社会）を創建する国家の政策の意
向に応えるための産物であろうかと思われる。
　今日、中国が全面的な法化社会に移行する過程において、新たな司法体
系を作っていくために、法制の整備は大きな課題であろう。近年、貧富や
地域格差の広がりによる様々な社会問題が発生する中、更なる社会安定を
維持してゆくことが注視されている。このような背景は、調停に多くの発
展の広がりと活躍の場を提供しており、それが、調停の改革、充実、強化
を促したと考えられる。一方、多くの社会間題、社会紛争が見られるよう
になった中国の現状は、調停に頼る政策では、容易に解決されるものでは
ないだろう。過度に調停を重視する司法政策の誘導は「法からの乖離」を
もたらす危険性が十分に存在しているではないかと思われる。中国社会の
二一ズに応える調停法制の求められる姿や、時代の潮流に応じた調停制度
の更なる展開は、社会各界に大きく期待されていくことだろう。
（本学法学部非常勤講師）
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